
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

日本共産党千葉市議団は、新型コロナ対策につ

いて７次におよぶ申し入れ（７９項目）を行ない、

補正予算に反映され、市民の願いが前進しました。

６月議会に市長から提案された補正予算について

は全会一致で可決されました。 

子どもの医療費薬局窓口負担導入（無料⇒有料）

を撤回するよう求める署名を新日本婦人の会のみ

なさんと累計 7,219筆提出しました。 

  

 

 

自治体の財政調整基金（ため込み金）は、約９８億円となっ

ています。その一部を取り崩し、コロナ対策で苦しむ市民や事

業者、医療機関、教育へ支援を行なうよう求めました。 

ＰＣＲ検査拡大 千葉大学と協力して 300件の検査を 

持続化給付金前年比 50％未満の収入減少 各事業者に 10万円を 

国の学生支援に漏れる大学生に 10万円を 

分娩前にＰＣＲ検査等を受ける場合の検査費用を助成。補助額上限２万円 

医療保険適用のＰＣＲ検査及び抗原検査に係る患者自己負担を公費で負担 

寄付金を活用し、市内医療機関、介護事業所及び障害福祉サービス事業所

を対象に支援金を給付 

 

対象：飲食店・県の休業要請対象の事業者 

利用者向け割引料金助成／感染拡大防止対策支援 

⇒⇒⇒オーナー申請は、家賃２か月分 

   テナント申請は、家賃１か月分の 2/3 

（国事業の児童手当に市として１万円上乗せ） 

こども未来局に署名を提出する党市議団と

新日本婦人の会（6/2） 



（〇＝賛成、●＝反対） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ禍で特に若い世代の収入が減り、「負

担増では受診抑制につながりかねない」と切

実な声が寄せられ、薬局窓口の負担増につい

て再検討を求める請願が出されました。 

他会派は、「これぐらいの負

担は仕方がない」などとして請

願に反対しました。 

日本共産党と渡辺議員・櫻井

議員（無所属）は、「不要不急

の大型事業の見直しを」「受診

抑制につながりかねない」と表

明し、請願に賛成しましたが、

不採択となりました。 市民ネットワークは意見書を審議する議会運営委員会に

委員がいないため、態度表明はありません。 

種苗法改正は自家増殖を禁

止し、種苗を企業に提供するも

のです。農家の費用負担の増

加、消費者は野菜価格の高騰で

負担増。二重・三重にも国民を

苦しめる改正には反対です。 

市の補正予算でひとり親世

帯への支援や妊産婦への支援、

学校活動再開への対策が盛り

込まれました。支援施策の具体

化と支援を早急に実施するよ

う求めました。 

討論に登壇。コロナ禍のもと

で専門的に感染症の受け入れ

を行ない、市民の命を守る公立

病院の果たす役割が明らかに

なっています。病床削減でなく

充実を。 

発熱外来の導入だけで多額

の設備投資が必要な医療機関

も多いため、発熱外来整備の医

療機関も含めて、支援金を増額

するよう質問し、市は「必要に

応じて検討」と答えました。 

若い世代が広く芸術文化に

接する機会と場を拡大して、芸

術文化の振興を図るための条

例の一部改正を提案しました。 

創造文化の担い手を広げる

ことが求められます。 

国保の傷病手当金を、新型コ

ロナに感染した自営業者やフ

リーランスにも支給するよう

国民健康保険条例の一部改正

を提案しました。 

※市議会では新型コロナ感染症対策のためマスクを着用しています 


